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１．はじめに の公表を行っている企業が幾つかあるため、先ず

このガイドラインについて概観してみたい。

このガイドラインは、“環境保全コストの把握

および公表に関するガイドライン，，と表題が付け

られていることから明らかなように、環境保全コ

ストに主な焦点が向けられている。

ガイドラインは「環境保全」を「事業者等の

事業活動により環境に加えられる影響で、環境保

全上の支障の原因となる恐れのある環境負荷の低

減のための取り組み」と定義し、具体的に以下の

４つの取り組みに分類している。

（１）地球の全体あるいは広範な部分の環境に

影響を及ぼす事態（例えば、オゾン層破壊の進行、

海洋の汚染、野生生物の減少など）に係る環境の

保全のための取り組み

（２）大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染な

ど人の健康または生活環境に係る被害が生じる公

害の防止のための取り組み

（３）天然資源の使用削減、再利用などのため

の取り組み

（４）その他の取り組み

そして、環境保全コストを「環境保全のための

投資額と費用額」と定義し、以下の６つに分類し

ている。

（１）環境負荷低減に直接的に要したコスト（直

接負荷低減コスト）

①公害防止コスト

②地球環境保全コスト

③産業廃棄物及び事業系一般廃棄物の処理・

リサイクルコスト

（２）環境負荷低減に間接的に要するコスト

(環境に係る管理コスト）

最近、わが国における主要企業で、自社の環境

保全への取り組みを公表する目的の環境報告書を

作成する例が急増しているが、その中で多くの企

業が「環境会計」の導入を試み、その効果を公表

し始めている。本稿では、それぞれの企業のこう

した取組例を概観し、今後の「環境会計」報告の

あり方に対する問題点を探ってみよう。

「環境会計」については未だ共通に認識された

一般的定義はないようであるが、１９９９年３月

に環境庁が発表した「環境保全コストの把握およ

び公表に関するガイドライン～環境会計の確立に

向けて（中間とりまとめ)」の中で、「環境会計」

を「従来、企業の財務分析の中で反映きれにくかっ

た環境保全に関する投資及び経費とその効果を正

確に把握するための仕組みである｡」と定義して

おり、多くの企業がこの定義に従って、その導入

を試みている。

本稿ではあくまでも「環境会計」報告への取り

組み状況、例えば、環境コストをどのように分類

して把握しようとしているのか、あるいはそれを

どのような様式によって公表しているのか、といっ

たことを概観しようとするのであって、各企業が

どのような環境保全活動に取り組んでいるか、あ

るいは他の活動に比べてどの程度の資金を投じ、

努力を行っているか、といったことを扱うもので

はないことを断っておきたい。

2．環境庁の「ガイドライン」

この環境庁のガイドラインに従って「環境会計」
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（３）生産、販売した製品等の使用・廃棄に伴

う環境負荷低減のためのコスト

（４）環境負荷低減のための研究開発コスト

(環境Ｒ＆Ｄコスト）

（５）環境負荷低減のための社会的取組に関す

るコスト（環境関連社会的取組コスト）

（６）その他環境保全に関連したコスト

こうした環境保全コストの外部への公表に際し

て、ガイドラインは（Ａ)、（Ｂ）二つのフォーマッ

トを用意し、先ずＡ表での公表に取り組み、その

後Ｂ表での公表に進むことを推奨している。ここ

ではＡ表だけを掲げておく。

環境保全コスト集計表（公表用Ａ表）

集計範囲：（

集計期間：年月曰～年月曰

単位：（）円

）
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環境保全コストの分類 三な’
￣

又）沮の内容及びその効果 投資額 費用額

1）環境負荷低減に直接的に要し

たコスト(直接環境負荷低減コス

卜）
-－-－－－－－－０■■Ⅱ■■－－￣■■■￣￣－－－－'■■－－￣￣－－－１■■￣￣-,■■－

．|①公害防止コスト
０－－－－－－－￣－－￣－－－－－－－－－－－－－－－－－－－。

内｜②地球環境保全コスト
’－－－－－－－－－－－－－，－－－－－－－－－－－－－－，－一一・

|③産業廃棄物及び事業系一般
０

訳｜廃棄物の処理・リサイク
０

０

０
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２）環境負荷低減に間接的に要し

た コス

ﾄ）

ﾄ(環境に係る管理的コス

３）生産、販売した製品等の使用、

廃棄に伴う環境負荷低減のため

の二ｺスト

４）環境負荷低減のための研究ｂ

開発コスト（環境Ｒ＆Ｄコスト）

５）環境負荷低減のための社会的

取組に関するコスト（環境関連

社会的取組コスト）

６）その他の環境保全に関連した

コス 卜

合計

項目 内容等 金額

当該期間の設備投資額の総額
'■■--'■■￣￣￣■■￣￣■■■■､￣■■－－￣￣￣￣■■■■￣￣￣■■￣'■■■■－－－－1－￣＝=-－－－－

当該期間の研究・開発投資額の総額
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1）の③に係る有価物等の売却益
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３）に係る有価物等の売却益
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わが国主要企業における「環境会計」の試みの現状

3．各企業の現状 }よ、環境庁からの依頼の下で半導体生産会社を範

囲として環境会計を実施しており、以下のように

公表している。（｢環境アニュアルレポート１９９

９」より）

この環境庁「ガイドライン」の推奨したフォー

マット（Ａ）に従って環境コストの把握及び公表

を行っている企業に「ＮＥＣ」がある。「ＮＥＣ」

半導体生産会社:環境庁｢環境会計ガイドライン｣への対応

環境保全コスト集計表(公表用Ａ表）

集計期間:Ｈ１０年４月１曰～Ｈ１１年３月３１曰

（百万円）

投資額費用総額

で、その効果が当期のみにとどまるもの、及び、

賠償金などの支出」と定義している。環境庁の定

義に準拠していると思われる。

環境庁のフォーマットに準拠はしていないが、

それぞれの企業独自の手法で環境コストの把握及

び公表を行っている企業を見てみよう。いずれの

企業も、環境会計について統一された基準がない

ことから、独自の判断で公表している段階で、今

後検討を重ねていく旨が記されている。

先ず「トヨタ自動車」は、次ページのように環

境コストを「環境投資」と「維持コスト」に分け

て把握している。「環境投資」は「その効果が当

期のみならず、将来にも及ぶと判断きれた支出｣、

｢維持コスト」は環境保全に関わる日常的な支出
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唄境保全コストの分類 主な取組の内容及びその効果 投資額 費用総額

1)環境負荷低減に直接的に要したコスト

(直接環境負荷低減コスト）
●●□●●■●■｡●●●●の●●｡●●●●●●●◆●●●ｅ●●●●●Ｃ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●■■■●●●●●●●●●●巳●●●●●●●●●●●●●●●●ユ●■●ひ○二●●■■■■●●●●●●●

●

内

訳

:①公害防止コスト

●

■■●■の●ﾛ●●●■●●Ｐ●●の●●●●■●OG●●●●●●●●●●●●●●●B●●●●■■■●●●●●●●●●●■●●●■●■●●●●●●●●●句⑤●●｡⑪●｡●Ｐ巾■の■■●ﾛ●｡●印■●
●

●

●①

●

●

■

②地球環境保全コスト

●●●■｡｡e●■●●●●●■■●●●●●CCpCO●●のp●●●●●●●●●｡●●●●●●●●●●●●●巴●●いら●●●●●●●●●の●●●●●●●●●●●●●●●●C●●●ｅ●●●●pq

③産業廃棄物及び事業系一般廃棄物の処理
リサイクルコスト

大気･水質汚染及び騒音･振動防止設備に

関する維持管理コスト

PFC等温室効果ガス代替･薬品等使用量見直し

廃棄物分別回収･リサイクル率向上

５０．１

内数

(１７５）

内数

(１６０）

内数

(１６ｓ）

6４０３

(５３１）

(７．1）

(１０２２）

2)環境負荷低減に間接的に要したコスト

(環境に係る管理的コスト）

ＥＭＳ構築やリスク管理に費やした費用

０ 1４０８

３)生産､販売した製品等の使用、廃棄に伴う

環境負荷低減のためのコスト

廃棄製品粉砕処理費用

０ ０６

4)環境負荷低減のための研究･開発コスト

(環境Ｒ＆Ｄコスト） ０ ０

５)環境負荷低減のための社会的取組に関するコスト

(環境関連社会的取組コスト）

敷地内緑化･工場内外の清掃費用

０ 1１５

S)その他の環境保全に関連したコスト 汚染負荷量賦課金 ０ ０３

合計 ５０１ ７９３５

項目 内容等 金額

当該期間の設備投資額の総額

当該期間の研究・開発投資額の総額

1)の③に係る有価物等の売却益
ＣＯ●｡●●●●●①●●●●●●●●●●●●●●●●の●■●■●●■●●●●●●●●●●●□●の●●●●●●●●①●●●●●C●◆●●●●●●●●Ｃ●●●●●●●●●●の●●■ら●●●●●の●●●●●●●●●己

3)に係る有価物等の売却益

５０．１

０

３．６

上記項目に含む



●ＤＢ年度の環境コスト実績 (単位:億円）

「三洋電機」は、当グループのＥＭＳを構築し

た事業拠点に対して以下のように環境コストを把

握している。環境コストが、投資額と費用額に区

別されることなく、独自の基準で６つに分類して

把握されている。（「１９９８環境保全活動報告書」

より）

項目

①環境関連施策に関する費用
事務局経費（人件費．交通賃．通侭■・消ltSB費など）

②環境マネジメントシステムに関する費用
Ｅ旨適費用．EMSIg栗・鞄掎・国璽の纏寅（人件目．１１１陣寅．はど）

③環境パフォーマンス向上に関する費用
公酉．ｌｕ麺11月・廃棄物BO連対策ロ（義■､股No.施股の39入と麹掎管理など）

化学物質百厘．土u'零汚染対策．使用済み目U品処理等に関する■用

④情報公開、教育:１１隙、啓発等に係る経費

⑤その他の費用
グリーン凶入差顧．争膨１策．寄付、四l貝連日》穆画などに係る目用

。（言十

コスト(剛）

ａｓ

２２４

B７

叩一朋一卿

ヨ」ｐｒｒｍＯｐＵ

1998年

「サッポロビール」は環境庁のガイドライン

を参考にして環境会計の仕組みづくりを行ってい

るとし、環境保全コストを以下のように環境関連

投資と環境保全費用に区別して公表している。

(｢環境レポート１９９９」より）

「
】

6０

区分 項目 内容 097年度実績 IgB年度実演

蝉
塞
狩
コ
ス
・
卜

環境対策関連経費
廃棄物処理費用

排水処理費用

理解活動費 広報･宣伝費ほか

環境専任スタッフ費 人件費

賠償金等 リコール対策費

小 計

２１

１１

７０

１１

０

１１３

２１

1０

３ｓ

1２

1０

８９

環
境
投
資
洲

研究開発費に含まれる瑁境対応分※２

設備投資に含まれる環境対応分※２

その他､将来に効果を及ぼす支出

(リサイクル関連､ＩＳＯ関連､教育訓練費など）

７８２ ＢＢ１

合計 ８９５ ９７０

項目 金額（百万円）

(Ijn境llL1連投了i）

省エネルギー評のための設備投資 1３０

(投了〔 1３０

(環境促全YW11）

副jWE物・廃棄物処理１１Ｉ ７５３

環境ISO認証lIY1Wi111 1６

社圓研修費

７
』

容器包装の再商品化委託YＭ１

リサイクルﾛ]体にかかる負'１１金 １０

iilll産物ｉＷｉ源化研究開発１１｛ １８

緑化および緑化管E11澱１１１ 1１８

環境保護月１体への会YWjよび寄付金 ３

h'i報公|川Ｉ（ 1１

環境関連拠１１１余 １４

(YVm計） 946

合計 2,076



わが国主要企業における「環境会計」の試みの現状

「三菱電機」は、環境コストを以下のように大

きく３つに分類して把握し、さらに有価物売却益

を公表している。（「１９９９年環境レポート」よ

り）

●産業廃棄物及び事業系一般廃棄物の処理･リサイクルコスト､公害防止コスト、

ＥＭＳの旧築､運用､維持管理のコスト(人件Ｒは除く)、環境教育のコストを其計しました。
唄境関連経只

●工埋省エネ､廃棄物削減､化学物質管理､劉品の､I腕負荷低減に関わる研究･開発費､股備投資を

集gfしました。唄坑関連の研究･開発費､股備投資はそれぞれ62.2億円､40.7値円でした。これは1９

唄垣負荷低減のための投資額

亡弓示忘雨ｉ
ｒ－ｉＨ雨更一

研究･開発宍
９８年度の当社総額のそれぞれ4.8％､3.4％です。

●研究･開発の投資で､唄坑負荷低減目的のための投資とそれ以外の投資を区別する定義が股傭投資

定まっていないため按分が困雌な喝合については全額を其針しました。

1998年度の主要な股備投資は次のとおりです。

4.319円…有機溶剤の代替ライン､焼却炉更新､特定フロン対応

冷凍股備更新（名古屋製作所）

3.0隠円…コージェネシステム･廃鮒利用（Ｉ,岡製作所）

2.1億円…コージェネシステム･廃舶利用(冷熱システム製作所）

2.5促円…ガスエンジンコンプレヅサ１日股など(姫路製作所）

環境関連股備投資(単位:億円）

工咀省エネ関

廃棄物削減関連

化学物質関連

製品

エネルギー、水などの使用料

ｇ三二壽二
ｒ－函戸

エネルギー

水(下水道使用料も含む）

紙

度粟廃棄物及び申葉系一般廃棄物

に係わる有価物などの兄釦益
5.8僻円 ●分別や中間処理によって得られた有価物の売却により発生したｷﾞﾘ益を典Hfしました。
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「アサヒビール」は環境コストを以下のように

環境関連投資額と環境保全・環境維持活動費用に

●環境関連投資額１１１位:千円

分けて把握している。（｢エコレポート１９９９」

より）

●環境保全・環境維持活動費用単位:千円

①環境活動推進費

・ISOl4001取得関連費用………………6,150

・アイドリングストップ関連費用………4,760

・研修関連費用…………･…………･……･740

①工場環境関連設備投資

・名古屋工場ノンフロン化設備……2,280,000

．嫌気性廃水処理設備………………1,810,000

．余剰酵母有効利用の設備……………550,000

．廃棄物再資源化処理設備……………500,000

．炭酸ガス捕集設備……………………190,000

．燃料電池………･………………．.……160,000

．ボイラーガス化・……………･……･…115,000

②研究開発関連費用………･…･……･…33,180

③工場の副産物･廃棄物再資源化費用…1,203,970

④社会的取り組み費用

・環境報告書作成費用…………………10,910

・業界団体への参画費用・……･……･…28,870

・リサイクル関連費用．．……………･……5,640

・環境保護･支援費用…………………15,670

②研究開発センター環境関連研究設備投資

…･……………･……………･………１０９，７００

①＋②合計 5,714,700

①＋②＋③＋①合計 1,309,890

「シャープ」は、地球温暖化防止、廃棄物削減、

公害防止設備に絞った投資と土壌汚染調査に係っ

た費用のみを、以下のように集計し公表している。

(シャープ環境報告書１９９９年｣、「同実績集」

より）

［1998年度支出(単位:百万円)］

「大曰本印刷」は、環境対策設備の投資額だけ

が以下のように５つに分類きれて公表されており、

費用額については、環境管理費（産廃処理費等）

や研究開発費等を加えた９７年度の環境関連経費

は約８０億円、と記述されている。（｢エコレポー

ト」より）
(単位:百万円）

95年度 Ｗ年度９６年度

大気系関係 ４２Ｂ 1２８３ ８８５

水質系関係 ２ 1３３ 1５８

産業廃棄物削減関係 ６３１ ４８ｓ １１２

省エネルギー関係 ８２８ ３８７ ４２２

その他 ６０ ２７ ３１

合計 １．９４９ ２．３１９ 1．６０８

6２

内容 金額

地球温暖化防止 282

廃棄物削減 232

公害防止設備の更新･新設 795

股備投資小計 (総設備投資額の１６％)１３０９

土1Ｎ汚染唄査及びHH測井戸般固費用 259

合計 1５６８



わが国主要企業における「環境会計」の試みの現状

「サントリー」は、以下のとおり、投資につい

ては環境負荷低減のための投資としてまとめて報

告きれており、費用額については３つに分類して

把握きれている。（環境レポート１９９９」より）

環境投資

当社では｢環境負荷低減のための投資｣｢副産物･廃棄物処理費｣｢容器リ

サイクル推進費｣｢自然環境保護･教育･啓発費｣などさまざまな環境投資

をしており９８年度の総費用は33億円です６

4．コストと効果の対応

またその効果を「収益項目」として６種類に分類

し、把握している。

「収益項目」については、「省エネルギー活動

などによる費用削減効果やリサイクル益など、現

実に得られたものだけの計上を基本としています。

リスクや損害などの回避に対する見込み効果のよ

うに前提条件を要するものについては、１９９９

年度に検討します｡」とされている。主観的見積

要因の入りやすいこれらの効果についてどこまで

計上していくか、環境会計の一つの問題提起と思

われる。

環境コストの把握だけでなく、その効果も対応

させて把握し、公表している企業の例を見てみよ

う。

「ＮＥＣ」は、前述したとおり、半導体生産会

社を範囲として、環境庁のガイドラインに沿って

環境保全コストの把握及び公表を行っていたが、

電子部品生産会社・設計開発事業場を範囲として

は、環境庁のガイドラインとは異なった形で環境

コストとその効果の把握・公表を行っている。

以下のように、環境コストを１７項目に分類し、

電子部品生産会社/設計開発事業場における｢環境会計｣事例

設計開発事業場

２２

叉温

牛産今村 設計開発事業場

6３

支出金額 (百万円）

収益 (盲方円）

．■境負荷低減のための投資 13.8億IⅡ

● 副産物・廃棄物処理費 7.,億P］

･容器リサイクル推進黄 10.8億円

･自然田境保田・教育・啓発費 億1リ

紐額 33.0億円

支出項目 生産会社 設計開発事業場 備考
設備投資

施設運転菅I聖賢
■~｡￣￣■￣￣■￣￣－－￣￣－￣

分析費

産業廃棄物処理費

ＩＳＯ棡築費
￣●■￣￣￣￣－－￣￣￣－

グリーン購入

LCA実施費

1７５

７Ｂ

2８

１７

］
、」

０．５

０

２２

３５

1.5

３３

０

０

１２

環境保全に関わる設備投資(減価償却費）

公害防止や環境保全施設の維持運用費用

大気､水質などの分析測定費

廃棄物処理費､再資源化費用

ｌＳＯ１４００１橘築に費やした費用､審査､審査員登録費用

文房具などのオフィス用品グリーン購入実施費用

LCA手法開発や評価人件費
環境教育費

地域貢献

情報開示費

会議･委員会開催費

許認可費

弁護士費

保険料

０５

1４

０

２

０

０

０

０

３０

０

０

０

０

０

環境教育や社外講習参加費など

クレーム対応､緑地整備や維持､敷地境界の整備､近隣の活動参ｶﾛ晋

情報開示に費やした費用

環境に関する会議等で費やした費用

環境関連の許認可に費やした費用

環境問題等で弁護士に支払った費用

環境関連で支払っている保険料
罰金

研究費

０

０

０

０

義務不履行に伴う科料

環境配慮型製品等の開発に費やした費用
人件費 ５６ ５７ 環境統括部門の人件費
計 ３フ２ 1７９７

収益項目 牛産会#十 設計開発事業場． 備考

設備授賞に伴う収益

エネルギー便用量削減による効果

化学物質使用璽肖ﾘ減による効果

産業廃棄物処理費用の削減による効果

リスク低減により節約できた保険料

０

1６５

２０８

1６６

０

０．４

０

０

０

０

設備投資の効果によって得られたコスト削減､効率化(生ゴミ処理
機.ＲＤＦなど）

自家発電導入による電気代削減､排熱利用

生産活動に伴う資源の投入量の前年度差額

廃棄物処理費用､再資源化費用の削減。廃棄物の有価化

リスク低減により節約できた保険費用

規制達成による節約 ０ ０ 環境規制を下回った為に節約できた政府等への支払い
計 ５３９ ０４



「富士通」は、国内外主要子会社１３８社も含め

て集計しており、以下のように、環境コストにつ

いては環境庁のガイドラインに準拠して把握して

おり、またその効果についてはコストとの関連を

明らかにする意図で７項目に分類して把握されて

いる。（１９９９環境活動報告書」より）
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わが国主要企業における「環境会計」の試みの現状

「曰本ＩＢＭ」は、以下のように環境コストをたであろう、各種費用の支出を免れる事による節

１２項目に分類して把握・公表しており、またそ約効果もあるが、これらの節約効果は、上述の節

の効果を８項目に分けて把握している。約効果と同じ方法ではかることができない、とし

節約効果については、実際には２年目以降も続て今後の検討課題とされている。「ＮＥＣ」が提

いていることは予想きれても、最初の１年間だけ起している、リスク・損害の回避の場合と同じ間

が計上されている。節約効果を何年間計上するか題提起である。（「ＩＢＭプログレス・レポート１

は、今後の環境会計の一つの問題提起と思われる。９９８」より）

また、環境管理システムがなければ発生してい

全世界の環境対策関連費用と節約効果の算定(四円）

表１：１９９７年の廻墳対策関連費用表２：1997年の田墳対策による団約効果と費用の回避

33．瑁墳保全活動の資本投資と経費(阻円）唄墳対応管理･人件頁 41.3頚業所の汚染防止活動

環境対応顧問科 2.9施設内リサイクル １５． 19931994199519961997肘

環填配慮研究費 4.3梱包材の改善と削減 35.
資本投資３８１９１７３７４８１６０

許湧可費 1.1省エネルギー効果 32.

管理運営経費’7３１５６１２２１１４１１４６７９
廃璽物処理費 事前対応によるスーパーファンド施設

および事業所の修復費節約

1９．１ １２．

2１１１７５１３９１５１１６２８３９合Hf水質･排水処理管理費 22.9

保険の節約． 1０．
大気中への放出管理費 3.7

流出改善費の回避．。 3００
地下水観測管理費 1.1

法規制準拠費の回避･･ 64.2
環唄システム改善目 1.3

合計 234.6
廃棄物と原材料のリサイクル費用 4.4

スーパーファンドおよび旧ＩＢＭ覇業所の修復費用８．４

その他の環１月改善買用 3.6

合叶 １１４．１

「松下電器グノレープ」は、松下電器産業と主要関

連会社１０社の国内事業場を範囲として集計され

ており、以下のように、環境コストは８項目に、

その効果については２項目に分類し、把握されて

いる。

節減効果について、「費用削減額が確実に把握

でき、現場で管理できる「産業廃棄物処理・削減」

と「事業場の省エネルギー」の２項目に絞り集計

しました｡」とされている。効果の金額に確実性

を持たせるならこうした項目に限定せざるを得な

いのだろうか。（(「１９９８年度環境報告書」よ

り）

■松下電器グループ唄境コスト（1998年度実綱／単位:百万円）

設備投資額｜経費
３０４８４１４６

】４［

■節減効果金額（1998年度寅Ｗ単位:百万円）

〃ＬＱ豆〃】モロ

6５

』
』
一
二

項目 内容 金額

産業廃棄物処理･削減 産藁廃棄物削減による処理只用の合理化

事業場の省エネルギー 事藁旧の省エネルギー只用の削減

環境コスト項目 内容 設備投資額 経費

公害防止 ･公害(大気､水質､土壊､騒音､振動､地盤沈下など)防止のために必要な投資および経費 3,048

環境修復 ･過去の汚染(地下水､土壌など)に関する函査･対策に必要な投汽および経氏 932

産業廃棄物処理･削減
(下記節減効果参照）

･事藁期から出る廃棄物を適正に処理するために必要な投安および委託処理経■

･事禦期から出る廃棄物の丘を減らすために必要な投資および経只
1,586

事業場の省エネルギー
(下記節減効果参照）

.｢事集期の省エネルギー2000年計画」および｢原単位を対前年比1％以上改讐｣を実行する
ために必要な投資および経只

･他の目的と兼ねる期合は省エネ効果相当分

6,771

製品リサイクル ･使用済み製品リサイクルシステムの構築および実皿試験に必要な投資および経只(リサイクルシ

ステム構築のための技術開発も含む）

･ﾘｻｲｸﾙに関するもので､外部団体(家珂製品協会､容罷包装ﾘｻｲｸﾙ協会など)に支払う経只

225

環境管理 ･ISO1400185匹を取得･維持するために必要な経費､およびＵＩ塊に関する教育.啓発(展示会など）

に必要な経只

1０

環境関連技術開発 ･唄境配慮を第１目的とした要素技iW開発のための投資および経氏 498

その他 ･上記に分類できないもの
０句■▲

1５７

合計 13,227



環境投資あるいは費用によってもたらされる効果

について、上述の４企業とも貨幣金額による把握

を行っているが、これに対して、貨幣額だけでな

く物量的にも把握して公表している企業がある。

幾つかの例を見てみよう。

先ず「キリンビール」の場合、ビール生産部門

及び社会環境部で集計できたものを範囲とし、環

境コストは、以下のように、環境庁のガイドライ

ンに沿った把握がなきれている。公害防止・地球

環境保全に関しては設備投資額のみが計上されて

おり、廃棄物処理については、設備投資額及び人

件費・エネルギー費を除く処理費の合計額が計上

きれている。

削減効果については、以下のように３つに分類

して把握きれている。省エネルギーについては、

対策前との差額で、物量単位で削減量が把握され、

それが貨幣額で収益として把握されている。廃棄

物の発生量と処分量は、物量単位で前年からの削

減量が把握され、売却収益は貨幣的把握である。

温室効果ガスはそれぞれ物量単位での把握がなさ

れている。（「１９９９年度キリンビール環境報告

書」より）

温室効果ガスの削減などは貨幣的に把握するこ

とが困難であるし、また、廃棄物の発生について

も、貨幣的に把握しようとするなら、例えば「富

士通」のように、その「リサイクルによるコスト

ダウン額」のように把握するとか、あるいは「松

下電器グループ」のように「産業廃棄物削減によ

る処理費用の合理化」のように把握するしかない

ようで、削減量そのものを貨幣的に把握すること

が困難である。したがって、効果については物量

的把握がどうしても必要になってくるものが多々

あるのではないだろうか。

Ｈ１境関連の投資額及び費用

(ビール生産部門及び環境部門）

畏馨曇譽琶撃嚢篝塁－，匹ｮ己邑I．■UDA荷低減のための直接的コスト

ごｑ・●。。●弓一』一
一ｓ一一一一一十一い。■①

鬘■一一一
一一洞

町一一一一一一０－
枢一枢一一一一一６ ｜《エ皿》

’一一一一噸’’０｜》’
’一

一》｜
｜麺一一叩一ｍ一

一一一つ’

一一一一一一一一
一一

一一一

》一一・一一一》・圭一幟仁一》》一一・一』・十一一』》一一一』Ｉ 化一一岼一弧
一染一

、一一（●一

●－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－-－－－－－－－－－－－－－．．－－－＝二＝＝ニーーーーー鷺三二乏潭＝ミーヒニ?.?:､ニー~.:古??さ．＿．

．Ⅲ、生産､販完したGU品等の使用･廃棄に伴う４．８４．２リサイクル関連
田境負荷低減のためのコストＬ,－－－－－－＝－－－

三－－－－－－－－．－－－－－－－－－－－－－－－－．－－－－－－－－－-－－…－－_……」

！Ⅳ.■垣ﾛ荷低減のための社会的取り組みに関するｺｽﾄ747.81,464.0735.4、552.5
￣￣－－－－－－－－－－－－－－－－－｡｡-｡■.－●■･･●■●□･

１.申粟所他緑化406.5463.6420.8￣－￣二-￣￣－－－￣

「－－－－…－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－．－－－二三三＝＝＝＝=＝＝＝＝==＝＝ニーーーニ壼三=二三ら壹貯=＝塩＝.＝~声:P巳守:~罠冤==~岳弓?〒至言~?.??:．.．
２．項塊美化活動１４．９２５．６２４．３【一三一一一一マー了一

－－－－￣－－
－－－■￣･･････－－－．－－－．－＿＿

３.自然保原団体他への支担
ら■－－●-ニー----－二－-----￣￣￣-＝￣￣＝￣－－－－－－- １０．５９．７６．８

－－．－－－－－－－-－－￣￣￣ｃ－－．－゜－－－－￣￣￣－－－－－－－－－－－.一･･－－．．－．－．－－…●...．－「一・一・・・三
一一一一一一一一一四・

’一一一一

一回・’８コ５一一一一成》一》塵一
冊一一》一癖一一》一一》｜
：一一一‐一一一Ｍｉ一

計B8AL2--12型』－４１２塑二9--1且ZL3--L理凹一一山且§2昌旦一一一一一一一一-２－－~－－－－－－亡査=￣厩－－￣－－－－－－－－－－￣－－－－－=￣￣－－=－＝＝＝==＝=＝=====＝===二三重＝……＝；
●ビール生度88円及び１１会四唄囲で■８１で白たものについてのみDB、．
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わが国主要企業における「環境会計」の試みの現状

位．剛症Ｈ１」2Ｎ目田のHBm単位

収益03百万円

■■ テゴ
ニ

１９９６年１９９７年１９９８年

肯'1減量収益肖'1減量収益,'減＝,品

唄境負荷等の削減効果(ビール生産部門）
＝＝
一

１－１．省エネルギー－
１

￣－－－－句一一・・■－－－■■■.,.。－■｡－■.■….､－．の｡

￣－－－－－■■■－｡一一､..－..－c-－■－c-，

１４３，８３０１７．１１４１，５４１２１．２B88OO18４１．７ 対策前後の遅(単年度のみの計算）
■■■■■■■■－－■￣●－－－－－－－￣－－－－■－－－￣の－－－－●ｃ－ｃ－－■－－－－－－．．－－－．－－．．－－．..－ご__.

￣＝－－－－￣■■￣U■■■■■－－，■P－－－－－－.■■.一二．－－◆.◆ロの..ﾛ..

2,677,615６５．８１，７２６，７９５５７．３３０３１６０７７１５２．６ 対策前後の差(単年度のみの計算）
~－－－－－･￣－－－－－－－－－－－－－－－－￣－－－－－－－－．－－＝￣－．．．－．－－－－－ニーーーーー･＝一一二.ニニーーニ･bdZ星：二Ｚ２…・－．－

－'■■￣￣￣－－－－－－．．－－－－．ｓ－－－－－－■－－－－．－.ｬ｡～.－b

１１－－(1)用水一一一：ｍｑ ､｜

」i_…_…12)重力一:kＷｈＩ

(3)蒸気：ｔ
ｂ・・・●。｡c－．の一一一＝￣■---￣--－－

4,400１９．６４６０９０８１５５．２ 9,676４６．３対策前後の差(単年度のみの計算）
■－－－－￣－－－。●－－－￣－－－■－●－－■－●－－－－■■－－一・・・一一一･･･.■｡｡

2．廃棄物 一一Ｂ｝一一一一

一一一一一一雌一一
一一と一一ｍ

榊一耐

一一一一一一》｜｜獅

辨’’八一
一

一
一i－－－(1)発生五 20,044:！

(2)処分丘 1,235:【 一一一一一一一』
一
一
一
一
一
一
一
壬

一一『一一一一｝

三》壜．》・癖 一鮒一
雛一

一一一一一９一一印一
一一一（、叩》一一《■面》一一

●一一

一》一一一一一一一ｍ一胴一
一■｜

●一一一一一

一一一泗一麹一一一一一△●■・’

’一一一一一 五一

(3)特定フロン月１減一一一.－－…－－－…-.-~￣￣－－．－~.￣~~－－－－…~､－－．－…．

こ≦二二通三雲三二三i三二三三三三三重壷三三三三三三三重i＝鷲宮麓迩ii芒:竺台if三逼蕊薩三芒彗iif三ir」9030615,92437,4081995年との蓬

：船５５．６５２．６４３．５フロン総且に対する比率．ここ二二・全鯉璽ﾆｰｰﾐｮL_一二一＿灘－－二三ご＿_蕪区二二三r三宝二.砿=ニニェニェ宣鰯】Ei識誕軍ＷＬ
ｉ合、Ｈｆ824.3829.6807.ｏ
￣￣￣●･●●●.￣＝＝~．．－．＝＝＝＝＝~ニーニーアーヨ＝＝=＝￣〒￣三＝二－－－－－－￣－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－=－－－－－－－－ニーーーー●－－－．－■￣－－－｡◆－－■－－－－－￣￣￣￣や￣￣●◆P●･●ｃ￣c~-●■■￣●●●●●ＣＣＣ●●●●●◆●●￣U●－－■■■￣■●－－－●￣－－￣●￣■￣■－－－￣￣●●●￣●●●●－■－－●◆●●①－■１－由■ＳＣＣ●●｡－つ･■｡｡■｡｡■｡◆■.

￣－－－－－－口■－－－－－－■■■■､－－●－.■￣■－－－．－－－－－－●－－－￣－－－￣－－－－－－－●￣－－－●①－，◆－－－－･の･･－－－■･･･の⑪－□⑤－－．－■一・の－●■■■－●■－－●－－－．－－￣●●･■￣-■－－－－－－－－－●■｡――■■■－－･一己●－ローーゥ･勺一Ｇ－■－□｡｡◆｡..

趣)昼中マイナス(･)は旧加を哀Ｔ、

ここでも、エネルギー使用量、水使用量、廃棄

物発生量などにおいては、物量単位で前年度比較

がなされ、増減率が％表示されている。エネルギー

使用量や水使用量は貨幣的把握も可能であろうが、

廃棄物発生量またリサイクルによる減量などは物

「ソニー」は、以下のように、環境コストを７

項目に分類し把握している。一方、効果について

は、環境パフォーマンスの改善（環境負荷の低減)、

環境リスクの回避、環境保全活動によって節約で

きるコスト、と重要な順に３つに分類して把握し

ている。（｢環境保全活動報告書１９９９／数字で

見るソニーの環境活動｣）

量単位でないと把握できないものと思われる。

'二候保王コス ニー況

旧本国内ソニーグループの環境保全コスト】

度
８
９
４
８
３
４
０
３
８
９
７
３
６
７
１
４
５
７
７
６
３
７
１
６
１
５
０
６
８
６

年
６
２
７
７
４
２
１
０
５
９
７
０
６
９
６
０
１
１
１

０
９
１
２
６
５
０

８
０
８
９
１
９
５
４
６
１
８
６
１
１
３

３
３０

明
５
１
２

３
１
１

１

１

1997年度

５１

(単位:百万円）

対象事業所数

公害防止費用

大気汚染防止費用

水質汚濁防止費用

土壌･地下水汚染防止費用

騒音･振動防止費用

悪臭･地盤沈下防止費用

環境負荷削減費用

省エネルギー(温暖化対策)費用

廃棄物処理費用

リサイクル推進費用

汚染物質対策(オゾン層破壊防止含む)費用

省資源(水､レスペーパー､化石燃料)対策費用

ＥＭＳ関連費用

ＩＳＯ-14001認証取得費用

事務局運営費用

環境教育･社員啓発費用

その他

情報開示･社会貢献費用

サイトの環境レポート作成費用

PRTR関連費用

緑化等コミュニティへの環境貢献費用

その他

リスク関連費用

リスクマネジメントに特化した教育･訓練費用

修復費用･公害etc裁判に伴う支出

その他

グリーン購入コスト

その他

合計

3,476

997

2,345

1３４

2,857

７５７

1,569

１４８

３８３

９９

}．｡
１９

524

524

1,363

８，３１９
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漂士＝コストと夢境父杲の

日本国内(68事業所）

cost

(百万円）

PerIormance
コメント環境負荷項目

1997年度 1998年度 増減率(％）

．ジェネレーションシステムの導入､工場

屋根の反射断熱塗装､インバーターの導入

など､省エネルギー対策に積極的なコスト

の投入を行いましたが､電子部品の増産な

どのため､絶対量では前年度より08％の増

加となりました。

水の再利用施設の設置や水利用の少ない製

造方法への切り替えなど､水使用量削減へ

コストの投入を少しずつ行っていますが、

水使用量の多いブラウン管増産により､前

年度より１．９％の増加となりました。

事業所における分別の徹底に加え､ﾘｻｲｸﾙ、

ごみ処理施設への積極的なコストの投入を

行った結果､すべての項目で前年度よりパ

フォーマンスが改善されました。

環境汚染物質対策のための技術開発､製造

方法の改善などにコストを投入すること

で､いずれのCIass物質も使用量が削減され

ました。

リスク対策設備への適切な投資に加え､計

画的にリスク対策訓練を実施するなど、

ハード･ソフト両者へコストを投入した結

果､環境事故は発生しませんでした。

リスク関連費用には､国内2事業所の塩素系

溶剤による土壌汚染の修復費用(調査費用

含む)が含まれています。

省エネルギー､省資源､廃棄物削減の推進な

ど､各事業所での環境保全活動の推進に

よって､前年度と比較して節減できた支出

を算出しました。

リサイクルの推進による有価物の売却益を

得ました｡この分は､実収入です。

１，５５１

省エネルギー

(温暖化対策）

費用など

エネルギー便用量

(原油換算)(千kl） 470,186 4７４，１７９ 08

７２

省資源対策、

リサイクル推進

費用など

水使用量

(km3） 1２，７１４ 1２０９５５ 1.9

１

２，１７０

廃棄物処理、

リサイクル推進、

省資源対策費用

など

廃棄物発生量（トン）

リサイクル／減且（トン）

廃棄（トン）

▲５．５

１．１

▲1９．２

9７，２９８

６５，８２３

３１，４７５

９１，９８３

６６，５５０

２５，４３３

Class-2物質(トン）

CIass-3物質(トン）

C1ass-4物質(トン）

▲30.5

▲１９．８

▲１．５

３１．５５

７，７５３

１４，１４５

２１．９３

６，２１９

１３，９３７

１０１

汚染物質対策費

用など

国内で98年度､法律違反につなが

るような事故､土壌汚染はありま

せんでした。

国内で98年度､訴訟費用は発生し

ませんでした。

９６

リスク関連費用

など

リスクの回避２

コストの節減(百万円）

省エネルギー

省資源

廃棄物削減

有価物の売却益

その他

783

６５

６８

２１１

１１７

ａ
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わが国主要企業における「環境会計」の試みの現状

「リコー」は、環境庁のガイドラインに準拠して、

環境コストを以下のように６つに分類し把握して

いる。一方、効果については、まず、この６つの

環境コスト分類に密接に対応する形で貨幣的効果

が把握されているという点に他社と違った試みが

行われており、ざらにそれぞれが、実質的効果、

見なし効果、偶発的効果と分類され、見やすく工

夫されている。さらに、大気汚染物質や用水など

の削減量を物量単位で把握し、環境改善効率ある

いは環境負荷利益率といった数値を算定し、その

効率性を測定しようとしている点でも他社との違

いが見られる。

1998年度リコーの頂境会計

閃用 効果

項目

節雨や庇哀物処理効率化

生産上付加価圃への寄与

汚染による俺■リスクの回劃.
販舩の回、など

エコレシオ

(億円八）

源
一
画

F1雨碩雨１両【Ｔ直面訂馳負荷(総■）

果
円
円

効
ｎ
値
、
咽
価
烟
咽
麺
一

主な費用

唄現間浬の股■償却Ｒ、

施崎吾理Ｒなど

::二二蚕:Ⅲ:::二三二Ｗ望：旧咀放荷効率化効果、

頂俎マネジメントシステム１月輿効
率化効果など

頂唄対箪部門ＲｊＷ・H1現マネジ

J1ントシステム梢婆･OEI$日用

田坦、荷醗淀のための研究．

開兜ｎ用

圃品の回収、

再商品化のための円用

間揺的唄現Ｒ用

エコ包袈などによるコストダウン

R&Dによる付加価値への寄与分など

リサイクル売却、など

頂1ＨＲ８ＤＲ用
SOx･………..…０．２１１０．００４３１ＳＯｘ･…･…･…･…５．６１１366.8

別品リサイクル同用
一一

社会的取り綱み日用

雲竺鴛に:|雲i三篶I“二
唄咀冊告■作成.IHI､広告・

屈示会のための月用など 旧唄宣伝効果願など

なし
土Mn汚染の侘砠、

唄坦、連の和用金など
その他の円用

佃計 51.4は円

夢日用項目に関してIjmI旧庁ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに準良ａ:実日的効果(、的.兜扣などで実際に１１醤鋼た鮒艮)､ｂ:みなし効果(唄唄対応が寄与したとみなされる付加価笛や節的の効只)､ｃ:倶偲的効具(汚典侮伍や所U2などのﾘｽｸ回避による助只）
●ＥＥ.■(ｴｺｴﾌｨｼｪﾝｼｰ):uI旧改Ｂ効率《E､E・■＝田用負荷用減■/田塊日用腿屈(H1位:l/但円)》●ｴｺﾚｼｵ:唄現同荷Ｖｉ益率《エコレシオー兜上鰯Ｉ益／田垣負荷随且(単位:n円/t)）

この２つの環境への貢献度合いを「エコ」とい

う指標で、企業活動全体を単位として統合的に把

握するとする試みであり、他の企業例には見られ

ないものであるため、今後の環境会計を考える上

で、一つの問題提起と言える。

さらに、環境コストについては、４項目に分類

して把握されているが、この中の「社会的取組コ

スト」は環境コストであると同時に、同社にとっ

ては社会的貢献度であるため、「エコ」の算出に

関係してくる。確かに環境コストの効果とは言え

ないが、環境保全に貢献しているという点で、コ

ストに計上する以外に、同社のように何らかの把

握手段が必要ではないのか、という問題を提起し

てくれる。

「宝酒造」は、これまで見てきた企業例とはや

や異なった、「緑字決算」と呼ぶ独自の試みを行っ

ている。これは同社の環境保全に対する貢献度を

｢緑字度」という統合化された指標で公表しよう

とする試みである。これは環境コストに伴って生

じる効果とは異なった概念である。

まず、環境負荷のデータを以下のように１１種

に分類し、それぞれについて９７年度を基準年と

して、その改善率１％を１エコと呼ぶ。これが

｢環境負荷削減緑字」とぎれる。この１１種の環

境負荷データについては、地球に与える影響度で

重み付けをした加重平均でエコ数値が算定きれて

いる。

さらに、自然保護活動などの社会貢献活動への

支出費用の対９７年度増加率１％を１エコと呼ぶ。

これが「社会貢献緑字」とされる。
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田境負荷削減綴字

社会貢献緑字

合計 S４，２５２千円フフ,８３１千円

ｇＢ／Ｓ７ ８３％

7０

地球環境からの調達

原料の調達 資源エネルギーの調達

原材料 非リサイクル

索材
容器包装品

用水 電力 燃料

地球環境への放出

大気排出、排水の発生
エ渦

廃棄物
容器包莪
排出

排水 ＣＯ２ ＮＯｘ ＳＯｘ 再資源化
されない

廃棄物

荊日ロリ
さnIJい

召固包臣

サイクル

ｇＢ年度 １０ｓ ２７，ＢＯＯ Ｓ,Ｂ１Ｂ ３４，ＳＢ１ ２５，４００ ｓｏフＢＢ ４７，０００ ２４５ 1４２ 1，９５０ ２Ｓ,ＢＯＯ

ｇフ年度 １１０ ３５，ＢＯＯ
●

７，２Ｓ１ ａｓ,ｅＳＢ ２７｡ＢＯＯ ５，ＢＳＳ Ｓ１，０００ ２９０ 1６９ １６，４ｓ２ ＳＳ０ＳＯＯ

(単位） 千ｔ ｔ 千ｍ３ 千kＷｈ kＩ 千ｍ３ t-C ｔ ｔ ｔ ｔ

ｇＢ／９７

(％）
９ｓ､４％ ファ.５％ ｇ４．０％ １０４．０％ ９１．４％ ９９．２％ ９２２％ Ｂ４５％ ８４．０％ １１．８％ フ８１％

①
改善率(％）

３．ｓ ２２ｓ ｅ,ｏ －４．０ ８ｓ ０．８ ７．Ｂ 1５．５ 1ｓ.０ ８８２ ２１．９

②
5段階評価

１ ４ １ ３ ３ １ ３ ２ ２ ５ ４

※③
重み付け値

０．３３ 1．３３ Ｃａａ 1．００ 1．００ ０．３３ 1．００ ０．ｓ７ ０．６７ 1.ｓ７ 1．３３

①×③
個別EＣＯ

1.2 ３０．０ ２．０ －４．０ ８ｓ ０．３ ７．Ｂ 1０．３ 1０．７ 1４７．０ ２９２

①×③の平均値２２１

ＳＢ年度瑠境負荷削減緑字＋ＰＰＦｎＯ

自然保因活動 田境啓発

Ｓ７年度ｇＢ年度

四万十)Ⅱの清流を守ろうキャンペーン実施実施
北海道ホタル計画実施

北海道野生生物基金実施

ハーモニストフアンド実施実施

曰本の松を守ろうキャンペーン実施実施

曰本の竹を守ろうキャンペーン実施実施

クリーンＣＡＮウォーキング

ｇフ年度ｇＢ年度

実施実施
リサイクルハンドブック 実施

工場イベントリサイクル啓発展示実施実施
社内環境啓発パンフ 実施

ｇＢ年度社会貢献綴字-1フＥＣＯ



わが国主要企業における「環境会計」の試みの現状

⑧１９９ｓ年度に発生した環境コスト集計

C雲干ﾗﾗ言う
投資、経費ともに発生した額、全額を表示しています。

て分類している企業が多い。比較可能性を確保す

るという観点から、できるだけ統一させる事が望

ましく、こうしたガイドラインの必要'性があると

思われる。

第３に、効果についてどう分類し把握するかで

ある。これについては各企業の独自性が前面に出

ている。ガイドラインでは、環境コストのそれぞ

れに対応して効果を記載することが望ましい、と

していることから、例えば、「リコー」に見られ

るように、それぞれの環境コストに個別的に対応

した効果の公表が考えられる。

第４に、効果は貨幣的表示であるべきかどうか、

である。貨幣的に測定できない効果というものも

生じているわけであって、そういう効果を把握す

る必要はないのか、ということである。キリンビー

ルの場合に述べたような問題が生じてくる。ある

いは、「宝酒造」が行っている試みのように、特

殊な指標を利用することでその測定に代えること

が考えられる。

第５に、やはり「宝酒造」の試みに見られたこ

問題の提起一おわりに代えて－５．

こうして各企業の試みを見てみると、多くの問

題点が指摘できる。第１に、環境会計として公表

するのは、環境コストだけでいいかどうか、であ

る。環境庁のガイドラインは、「環境コストの把

握及び公表に関するガイドライン」となってはい

ても、その中で「公表する環境保全コストのそれ

ぞれに対応して、その取組の内容、効果、環境負

荷データ等が環境報告書等に記載され、その関係

が明示されていることが望ましいと考えます｡」

とされており、また、環境コストだけを公表して

いる企業にも、例えば「シャープ｣、「トヨタ」、

｢三洋電機」のように、今後は効果を把握してい

きたい旨を記している企業が相当数あることから

しても、いずれはどの企業も効果を把握し公表す

ることになると思われる。

第２に、環境コストをどう分類して把握するか、

である。これについてはそれぞれの業種の特殊性

を加味しながら、環境庁のガイドラインに準拠し

７１

分類 投資(千円） 経費(千円） 事例

①田境負荷削減直接コスト 1３４，３７１ ３５，４５ｓ

公害防止大気汚染防止 ３，３８６ ４，７００ 焼却炉改造等

水質汚濁防止 2９，５５９ 1４，４２１ 水質測定装置、排水処理設備

土壌汚染防止 ３，７７６ 1７ 薬液タンク防液堤

悪臭防止 ７，８２３ 1３０２ 焼却設備脱臭装置

壗苣・振動防止 ９，３８０ ８，５４３ 防音壁設置

地球温暖化防止 ３，２８６ ０ 天然ガス自動車購入

産業廃棄物処理・リサイクルコスト ７７，１６１ ６，４７０ 排水汚泥脱水機

②田境負荷削減間接コスト 1Ｇ,０ＯＢ 1０５，２０７

社員教育 ２，５９１ ISO社員講習

EMS(ＩＳＯ14001)構築コスト ３６，６５５ 審査費用

環境負荷監視測定 1２，２２２ ６９５ 計測装置

工場環境設備 ３，７８６ ７，１５４ 緑地整備

グリーン購入 ４２，９７５ 資材・販促品購入

環境情報公開 1５，１３７ 環境報告書作成費用

③製品の使用廃棄に伴う負荷削減コスト ２９Ｇ,１３１ Ｓ５２，３１１

容器包装リサイクル法(再商品化委託金） ４８，０５フ 指定法人支払い等

容器易リサイクル化費用 ２９６，１３１ １８，９８７ エコペツト量り売り等の導入

容器リサイクルシステム維持 ４１４，６２１ ﾘﾀｰﾅﾌﾟﾙ鵬のための費用ﾜﾝｳｪｲ容瓢顛月

社会的リサイクルシステム構築 1７０，６４６ リサイクル設備､事業への支出業界活動への支出

④社会的取組コスト(社会貫献） １０１，３ｓ９ 自然保護キャンペーン経費、環境広告費用

４４Ｇ,５１０ ＢＳ４,Ｓ４０



とであるが、環境コストとその効果を把握するこ

とと、公害企業の環境保全に対する貢献度を把握

することとの関係である。多くの企業は前者の把

握．公表に努めようとしている一方、「宝酒造」

の場合は後者の把握・公表を試みている違いがあ

る。

第６に、やはり「宝酒造」の試みによって提起

きれる問題であるが、効果、あるいは貢献度を単

一の指標で統合して公表するかどうかである。効

果あるいは貢献度は業種の特殊性もあって様々な

場合が考えられる。これらが単一の指標で統一さ

れて公表されるなら、活動結果が非常に明瞭に分

かるという利点がある。

第７に、やや細かなことになるのではあるが、

効果の中の節約効果について、「日本ＩＢＭ」で

試みられているように、初年度１年間だけ把握す

るのが妥当ではないか、という点である。確かに

節約効果はその後何年間も生じることは充分考え

られることであるし、初年度だけの把握が妥当と

も考えられる。

第８に、リスク・損害の回避による節約効果を

計上するかどうかである。「ＮＥＣ」はある種の

前提条件が必要であるものとし、次年度に検討す

るとされていたし、「リコー」は偶発的効果と分

類し、注意を喚起する公表をしている。

最後に、削減率を算定する場合に、ある年度を

基準年として削減率を計算するのか、それとも前

年度を基準として計算するのか、統一が必要と思

われる。
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